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はじめに
　わが国の産業を支えるとともに、雇用の受け皿である中小企業の事業や経営の承継が喫緊の課題
であると言われて久しい。次世代への事業や経営の引継ぎは、強固な経営基盤を構築するためにも
不可欠である。円滑な事業承継の阻害要因として、租税法上では、相続税及び贈与税の負担の問
題、とりわけ、取引相場のない非上場会社の株式の評価の問題が指摘されてきた。
　「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」が平成20年に制定されたことを受けて、
平成21年度税制改正において非上場株式等についての贈与税及び相続税の納税猶予及び免除制度、
いわゆる事業承継税制が導入された。その後、平成25年度税制改正、平成29年度税制改正等によ
り度重なる修正が行われているが、利用件数は低迷している1。
　事業承継税制は租税特別措置であることから、担税力に応じた課税の例外として認められる合理
的理由が必要である。制度の利用件数の低迷からは、その合理性、そして存在意義が問われかねな
い。筆者は、事業承継税制は中小企業の円滑な事業承継のために不可欠な制度であり、現行制度
の問題が解決されることにより、利用促進が図られるべきであると思料する。
　本稿の目的は、事業承継税制をめぐって、租税特別措置の合理性からの検討が不十分であるとの
問題があると指摘すること、そして、平成30年度税制改正により新設された事業承継税制の特例
制度を概観し評価することにある2。
　本稿の構成は以下のとおりである。Ⅰでは、事業承継税制の法構造と位置付けを確認する。Ⅱで
は、事業承継税制の中核となる経営承継期間における事業継続要件、とりわけ雇用確保要件と猶予
の打ち切りリスクの問題を検討する。Ⅲでは、事業承継税制をめぐって租税特別措置としての合理
性からの検討が不十分であるとの問題があることを指摘する。Ⅳでは、平成30年度税制改正によ
り新設された事業承継税制の特例制度を概観し評価する。Ⅴでは、今後の課題を指摘する3。
1 　荒井恒一「税制改正大綱を評価する－事業承継税制－」税研199号53頁以下（2018年）。
2 　本稿は、平成29年10月21日に開催された専修大学緑鳳学会第26回大会における「ファミリー企業における事業
承継（その一）－親族内承継－税務面からのアプローチ」と題する報告内容をまとめるとともに、平成30年度
税制改正における「事業承継税制の特例」を検討したものである。
3 　筆者は、ＴＫＣタックスフォーラム2017におけるＴＫＣ九州会「非上場株式等の納税猶予をめぐる雇用確保要
件の検討－平成29年度税制改正が実務に与える影響と今後の課題－」の発表についての複数回にわたる事前会
議での議論に示唆を得た。同発表に関する論考については、ＴＫＣ九州会研究グループ「非上場株式等の納税猶
予をめぐる雇用確保要件の検討－平成29年度税制改正が実務に与える影響と今後の課題－」ＴＫＣ税研情報26
巻６号１頁以下（2017年）参照。
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Ⅰ　事業承継税制の法構造と位置付け
１　事業承継税制の法構造
　中小企業の円滑な事業承継をめぐっては、①民法の遺留分制度（民法1028条以下）、②事業の継
続に伴う資金調達、③事業承継による相続税及び贈与税の負担という３つの阻害要因があると指摘
されてきた。③については、取引相場のない株式、すなわち非上場会社の株式の評価額が大きな金
額になり、相続税及び贈与税の負担が思っていたより重くなるという阻害要因があるとされた4。
　事業承継に係る相続税及び贈与税の負担をめぐる問題については、租税法上では、例えば、農地
の贈与を受けた場合の贈与税の納税猶予制度（租税特別措置法70条の４）、事業用小規模宅地等の
相続税の負担軽減制度（租税特別措置法69条の４）、特定同族会社等の贈与を受けた場合の相続時
精算課税制度の特例制度等の措置が講じられている。平成21年度税制改正以前には、非上場の同
族会社株式の評価の10％減額制度（租税特別措置法69条の５）の措置が講じられ、非上場株式の
評価減により問題に対応してきた5。
　中小企業の事業承継をめぐる阻害要因に対応するために、平成20年に「中小企業における経営
の承継の円滑化に関する法律」（以下「円滑化法」という。）が制定され、①民法の遺留分制度、②
事業の継続に伴う資金需要の問題に対処するために具体的な措置が規定された6。一方で、③相続
税及び贈与税の負担の問題については、円滑化法附則２条は、「政府は、平成二十年度中に、中小
企業における代表者の死亡等に起因する経営の承継に伴い、その事業活動の継続に支障が生じるこ
とを防止するため、相続税の課税について必要な措置を講ずるものとする。」と規定して、平成20
年度中に必要な措置を講ずることを求めていた。平成21年度税制改正において租税特別措置法上
に、「第４章　相続税法の特例」として、非上場株式等についての贈与税及び相続税の納税猶予及
び免除制度（事業承継税制）の措置が講じられた7。具体的には、租税特別措置法70条の７は「非
上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除」を、70条の７の２は「非上場株式等について
の相続税の納税猶予及び免除」を、70条の７の３は「非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相
続税の課税の特例」を、70条の７の４は「非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税
猶予及び免除」を、それぞれ規定した8。事業承継税制は平成20年10月１日以後の相続について
遡って適用された。事業承継税制の導入により、租税特別措置法69条の５に規定されていた非上
場の同族会社株式の評価の10％減額制度は廃止された。
4 　金子宏『租税法第22版』679頁（弘文堂、2017年）。
5 　金子・前掲注４・679頁。
6 　円滑化法の制定当時、民法の遺留分制度と、事業の継続に伴う資金需要の問題への対処を解説するあるいは論じ
るものとしては、佐藤悦緒「『中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律』の施行に当たって」税経通
信63巻11号66頁以下（2008年）、同「民法の特例の仕組みと適用例」税研142号22頁以下（2008年）、神﨑忠彦
ほか「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律の概要」ジュリスト1377号50頁以下（2009年）、浦野
由紀子「事業承継円滑化法が相続法に与える影響」ジュリスト1377号59頁以下（2009年）等参照。
7 　本稿では、非上場株式等についての贈与税及び相続税の納税猶予及び免除制度に、事業承継税制の用語を充てる。事業
承継税制の意義については、品川芳宣「事業承継対策の現状と新税制への対応」税理61巻５号４頁（2018年）参照。
8 　円滑化法の制定当時、相続税及び贈与税の負担の問題への対処を解説するものとしては、中小企業庁財務課「中
小企業における経営の承継の円滑化に関する法律に係る申請書の書き方と留意点」税経通信63巻11号78頁以下
（2008年）、小池正明「新事業承継税制の要件の検証」税経通信63巻11号93頁以下（2008年）、同「事業承継税
制の適用要件（１）－経済産業大臣の確認・被相続人及び相続人の要件－」税研142号44頁以下（2008年）、同
「事業承継税制の適用要件（２）－事業継続と認定取消し－」税研142号50頁以下（2008年）等参照。
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　事業承継税制は、①贈与税の納税猶予・免除制度、②相続税の納税猶予・免除制度、③贈与税と
相続税との調整、の３つにより構成されている9。
　贈与税の納税猶予・免除制度については、租税特別措置法70条の７は、「認定贈与承継会社の代
表権…中略　を有していた個人として政令で定める者…中略　が経営承継受贈者に当該認定贈与承
継会社の非上場株式等…中略　の贈与をした場合において、当該贈与が次の各号に掲げる場合の区
分に応じ当該各号に定める贈与であるときは、当該経営承継受贈者の当該贈与の日の属する年分
の贈与税で相続税法第二十八条第一項 の規定による申告書…中略　の提出により納付すべきもの
の額のうち、当該非上場株式等で当該贈与税の申告書にこの項の規定の適用を受けようとする旨の
記載があるもの…中略　に係る納税猶予分の贈与税額に相当する贈与税については、政令で定める
ところにより当該年分の贈与税の申告書の提出期限までに当該納税猶予分の贈与税額に相当する担
保を提供した場合に限り、同法第三十三条の規定にかかわらず、当該贈与者…中略　の死亡の日ま
で、その納税を猶予する。」と規定して、非上場株式の贈与に伴い、受贈者には贈与税が課される
ところ、一定の要件を満たす場合には、贈与前から経営承継受贈者が保有していたものを含めて、
議決権株式の総数または出資の総額の３分の２に達するまでの部分（特例受贈非上場株式等）を限
度として、贈与税について、贈与者の死亡の日まで納税を猶予するとしている。
　贈与税の猶予税額は２つの場合に免除される。一つは、事業承継の本来の目的に合致する免除で
あり、①経営承継受贈者が贈与者の死亡のとき以前に死亡した場合、または②贈与者が先に死亡し
た場合のいずれかに該当することとなったときが、これに当たる。もう一つは、事業承継を継続す
ることが後発的に不可能となった場合について、経営承継受贈者の負担能力を考慮して認められる
免除であり、①経営承継受贈者が認定贈与承継会社の非上場株式の全部を潜在的経営実質的支配者
に対して譲渡した場合、または民事再生計画、会社更生計画の決定に基づいて認定贈与承継会社の
非上場株式等の全部の譲渡等をした場合、②当該認定贈与承継会社について破産手続開始の決定ま
たは特別清算開始の命令があった場合、③当該認定贈与承継会社が合併により他の会社の株式交換
完全子会社等となった場合が、これに当たる。
　一定の場合には納税猶予が打ち切られ、贈与税の猶予税額を納付しなければならない。①経営
贈与承継期間の間に、経営承継受贈者が認定贈与承継会社の代表権を有しなくなった場合等、②
経営贈与承継期間の経過後、猶予中贈与税額に相当する全部について、納税の猶予が確定する日ま
での間に、経営承継受贈者が特例受贈非上場株式等の全部の譲渡等をした場合、認定贈与承継会社
が解散した場合等、③経営贈与報告基準日ごとに届出期限までに引き続きこの制度の適用を受けた
い旨、および認定贈与承継会社の経営に関する事項を記載した届出書を所轄税務署長に提出しなけ
ればならないが、届出期限までに届出書の提出がない場合には、事実の生じた日あるいは届出期限
の翌日から２月を経過する日等をもって納税猶予の期限となり、納税猶予が打ち切られる。納税猶
予が打ち切られる場合には、経営承継受贈者は、猶予期限までに猶予中贈与税の全額と利子税（年
3.6％、経営贈与承継期間については0％）を納付しなければならない。
　相続税の納税猶予・免除制度については、租税特別措置法70条の７の２は、「認定承継会社の代
9 　事業承継税制の法構造は、金子・前掲注４・683頁以下を参考に整理する。租税特別措置法の規定は、平成30年
度税制改正以前のものである。
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表権を有していた個人として政令で定める者…中略　から相続又は遺贈により当該認定承継会社の
非上場株式等…中略　の取得をした経営承継相続人等が、当該相続に係る相続税法第二十七条第一
項の規定による申告書…中略　の提出により納付すべき相続税の額のうち、当該非上場株式等で当
該相続税の申告書にこの項の規定の適用を受けようとする旨の記載があるもの…中略　に係る納税
猶予分の相続税額に相当する相続税については、政令で定めるところにより当該相続税の申告書の
提出期限までに当該納税猶予分の相続税額に相当する担保を提供した場合に限り、同法第三十三条
の規定にかかわらず、当該経営承継相続人等の死亡の日まで、その納税を猶予する。」と規定して、
被相続人の死亡による相続に伴い、相続人に相続税が課されるところ、一定の要件を満たす場合に
は、経営承継相続人が相続開始の直前に有していたものも含めて、当該相続の開始のときにおける
認定承継会社の発行済議決権株式または出資の総数または総額の３分の２に達するまでの部分（特
例非上場株式等）を限度として、相続税（相続により取得した非上場株式等に対する相続税の課税
価格の10分の８に対応する相続税額）について、経営承継相続人等の死亡の日まで納税を猶予す
るとしている。贈与税と異なり、相続税の残りの20％の部分は課税される。
　相続税の猶予税額は２つの場合に免除される。一つは、①経営承継相続人等が死亡した場合、②
経営承継期間の経過後に、経営承継相続人等が、特例非上場株式等につき、非上場株式等について
の贈与税の納税猶予の規定の適用される贈与をした場合には、相続税の全部あるいは一部が免除さ
れる。もう一つは、経営承継期間の経過後に、経営承継相続人等が特例非上場株式等の全部の譲渡
等をした場合その他一定の場合には、猶予中相続税額の一定部分が免除される。
　また、一定の場合には納税猶予が打ち切られ、相続税の猶予税額を納付しなければならず、贈与
税と同じ内容を規定している。
　贈与税と相続税との調整については、贈与税の納税猶予・免除制度により、贈与者が死亡した場
合には、経営承継受贈者が前代表者から贈与を受けた認定贈与承継会社の特例受贈上場株式等に対
する贈与税の納税義務は、贈与者の死亡によって免除される。その代わりに、経営承継受贈者は、
贈与税の納税猶予・免除制度の対象であった特例受贈非上場株式等を贈与者から相続または遺贈
によって取得したとみなされる（租税特別措置法70条の７の３）。そこで、70条の７の４は、この
相続によって取得したとみなされる特例受贈非上場株式等の相続税については、一定の要件を満た
す場合には、認定相続承継会社の発行済株式または出資の総数または総額の３分の２に達するまで
の部分（特例相続非上場株式等）に限り、「納税猶予分の相続税額」に相当する相続税額は、経営
相続承継受贈者の死亡の日まで納税を猶予すると規定している。残りの20％の部分は課税される。
相続税の猶予税額の免除や納税猶予の打ち切りについては、相続税の納税猶予及び免除制度とほぼ
同様の内容を規定している。
　平成21年度税制改正以前に規定されていた非上場の同族会社株式の評価の10％減額制度では評
価減方式より税負担の軽減が図られていたが、事業承継税制では納税猶予方式により一定の期間に
おける税負担が猶予され、その後に一定の事実が生じたことにより免除され税負担の軽減が図られ
る。贈与税の納税猶予を受けるためには、経営贈与承継期間の５年間において一定の要件を充足し
なければならない。また、相続税の納税猶予を受けるためにも同様に、経営承継期間の５年間にお
いて一定の要件を充足しなければならい。一定の要件を充足することができない場合には、納税猶
予が打ち切られることから、猶予税額を納付しなければならず、事業承継税制の恩恵を受けること
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ができない。
２　事業承継税制の位置付け
　円滑化法１条は、「この法律は、多様な事業の分野において特色ある事業活動を行い、多様な就
業の機会を提供すること等により我が国の経済の基盤を形成している中小企業について、代表者の
死亡等に起因する経営の承継がその事業活動の継続に影響を及ぼすことにかんがみ、遺留分に関し
民法（明治二十九年法律第八十九号）の特例を定めるとともに、中小企業者が必要とする資金の供
給の円滑化等の支援措置を講ずることにより、中小企業における経営の承継の円滑化を図り、もっ
て中小企業の事業活動の継続に資することを目的とする。」と規定して、円滑化法の目的が中小企
業における経営承継の円滑化にあることとしている。
　非上場の中小企業の経営者の死亡・引退等に伴う円滑な事情承継のためには、経営資源の一つで
ある議決権株式の分散を防止して安定的な経営の継続を確保しておくことが求められる。また、地
域経済の活力の維持し、雇用を確保するためにも、事業承継が円滑に行われることが必要であ
る 10。
　円滑化法を受けて導入された事業承継税制については、金子宏教授は、「この制度は中小非公開
同族会社のための特別措置であり、中小企業者以外の会社の株式の贈与または相続との間の税負担
の公平に著しく反するのは好ましくないという配慮から、…中略　猶予・免除の範囲に限定が付さ
れている（たとえば特例が認められるのは、贈与または相続された議決権株式のうち総議決権株式
の３分の２までで、相続税についてはその80％分のみが猶予・免税の対象とされていること）。」11
と述べられ、事業承継税制は非上場の中小企業に対する租税特別措置であるとされている。
　すなわち、事業承継税制は、円滑化法の立法目的である非上場の中小企業の円滑な事業承継、具
体的には、①安定的な経営の継続の確保と、②地域経済の活力の維持と雇用の確保を達成するとい
う政策目的を実現するために設けられた租税特別措置であると位置付けることができる。立法目的
を達成する手法としては、事業承継税制は、円滑化法が規定する中小企業の事業承継に伴う非上場
株式等の贈与または相続について、一定の要件をみたす場合には、贈与税または相続税の納税を猶
予して、最終的には免除する制度を採用している。納税猶予の段階では、将来における猶予税額の
免除か、あるいは猶予の打ち切りによる猶予税額の納付かを見通すことはできず、その意味ではい
わゆる課税繰延の状況にあるといえる12。
10 金子・前掲注４・682頁。
11 金子・前掲注４・682頁以下。
12 租税特別措置の手法には、評価減方式や納税猶予・免除制度以外に、税額控除制度等が考えられる。税額控除制
度を検討する論考としては、ＴＫＣ九州会研究グループ・前掲注３・64頁以下参照。相続税法が採用する法定相
続分課税方式では、税負担の減少の影響がすべての相続人に及ぶ手段が採用される場合には、事業承継税制の適
用の有無により不公平が生ずることが問題となる。相続税の構造については、増田英敏『リーガルマインド租税
法第４版』165頁（成文堂、2013年）参照。
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Ⅱ　経営承継期間における事業継続要件と猶予の打ち切りリスク
　租税優遇措置である事業承継税制は、一定の期間において一定の要件を充足することを求める納
税猶予・免除制度を採用している。実際の制度の適用をめぐっては、要件が厳格であることと、手
続が煩雑であることに基因する問題、例えば、①経営贈与承継期間や経営承継期間の５年間という
期間が長すぎるだけでなく、事業継続要件に係る諸要件が厳しすぎること、②当該期間は毎年１
回、都道府県担当課に報告書を提出し、期間後も３年に１回、税務署長に継続届出書を提出しなけ
ればならないこと13等の問題があげられる14。猶予の打ち切りを回避するために充足しなければな
らない実体的要件と手続的要件のいずれもが厳格であることが確認できる15。
　本稿では、事業承継税制の適用を躊躇させる一因であると指摘されている経営承継期間における
継続要件の一つである雇用確保要件について検討する16。
　租税特別措置法70条の７の２第２項６号は、「経営承継期間　前項の規定の適用に係る相続に係
る相続税の申告書の提出期限の翌日から同日以後五年を経過する日又は当該相続に係る経営承継相
続人等の死亡の日の前日のいずれか早い日までの期間をいう。」として、経営承継期間（５年間）
について規定している。
　経営承継期間には都道府県知事の「認定」を受けることが必要であり17、「認定」には一定の要
件（事業継続要件）が充足されなければならない。
　円滑化法施行規則９条３項は、「都道府県知事は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第八
号の事由に係るものに限る。）を受けた中小企業者（以下「特別相続認定中小企業者」という。）が、
次に掲げるいずれかに該当することが判明したときは、その認定を取り消すことができる。…中略
三　相続雇用判定期間（当該特別相続認定中小企業者の経営承継相続人の相続税申告期限の翌日か
ら当該認定の有効期限までの期間をいう。以下この号において同じ。）の末日において、当該相続
雇用判定期間内に存する当該特別相続認定中小企業者の相続報告基準日…中略　におけるそれぞれ
の常時使用する従業員の数の合計を当該相続雇用判定期間内に存する当該相続報告基準日の数で除
して計算した数が、当該認定に係る相続の開始の時における常時使用する従業員の数に百分の八十
を乗じて計算した数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数。ただし、
当該相続の開始の時における常時使用する従業員の数が一人のときは、一人とする。）を下回る数
となったこと。」と規定している18。
　経営承継期間における事業継続要件の１つとして、５年間平均で常時使用従業員数の100分の80
を確保しておくことが要件であるとされている（雇用確保要件）。中小企業のうち少人数の従業員
を雇用する企業では、例えば、５人の雇用確保が求められる企業では、２人の退職があることによ
13 手続の簡素化のために、平成25年度税制改正において、経済産業大臣による事前確認制度は廃止された。
14 事業承継税制の導入時に事業承継税制の適用における問題点を指摘した論考としては、品川芳宣「事業承継税制
（納税猶予制度）の意義とその問題点」税研142号38頁以下（2008年）参照。
15 事業承継税制の適用の問題については、非上場会社の株式の評価をめぐる問題についての論考としては、小池正
明「非上場株式に係る事業承継税制の諸問題」税法学561号275頁以下（2009年）参照。
16 本稿では、主として相続税の納税猶予・免除制度を念頭に検討するが、同じ問題は贈与税の納税猶予・免除制度
にも存在する。
17 平成29年度税制改正以前は、経済産業大臣の「認定」であった。
18 円滑化法施行規則の規定は、平成29年度税制改正以後のものである。
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り雇用確保要件が充足できないことになる。また、雇用情勢は景気や労働市場の状況等の不確実性
を含むものである。雇用確保要件の充足を求めることには厳しい批判があったことから、例えば、
平成29年度税制改正において、相続開始時の常時使用従業員数の計算が切捨てとなる等の緩和が
なされてきた。もっとも、雇用確保要件が撤廃されることなく、経営承継期間において要件が充足
されなかった場合には、猶予は打ち切られ、猶予税額の納付をしなければならない。
　以上のとおり、都道府県知事の「認定」を受けるために充足しなければならない事業継続要件の
具体的な内容は、雇用確保要件に見られるように、中小企業が継続して充足するには厳しい要件で
ある。これらが事業承継税制の適用の障害となり、利用が進まない原因であるとされている。
　なお、雇用確保要件については、平成30年度税制改正において大幅な緩和がなされたことから
後述したい。
Ⅲ　事業承継税制と租税特別措置としての合理性
１　租税特別措置の合理性の判断基準
　租税法には課税の公平を実現するための規定だけではなく、一定の政策目的を実現するための規
定が存在する19。
　租税公平主義は、租税負担が担税力に応じて国民間に公平に配分されること（担税力に応じた課
税の実現）と、租税法律関係において国民が平等に取扱われるべきこと（平等取扱原則）を要請す
る租税法の基本原則の一つである。租税法の立法過程を統制する立法原理としての側面をもつ担税
力に応じた課税は、具体的には、等しい担税力を持つ両者は等しい租税を負担し（水平的公平）、
異なる担税力を持つ両者は異なる租税を負担する（垂直的公平）を意味している20。
　これに対して、租税特別措置は、担税力その他の点で同様の状況にあるにもかかわらず、なんら
かの政策目的の実現のために、特定の要件に該当する場合に、税負担を軽減し（租税優遇）あるい
は加重する（租税重課）ことを内容とする措置である21。
　租税特別措置は、所得税、法人税等の一般法の規定の特例を規定する租税特別措置法に定められ
ているが22、法人税に係る租税優遇措置の規定が多いのが特徴である。具体的には、①分離課税、
②加速償却、③準備金、④税額控除、⑤所得控除等の特例的な措置が規定されているが、同様の所
得について異なる課税をするものであることから、課税ベースを侵食するとともに、水平的公平の
観点からみて問題が多いとされている23。また、一般法の中にも租税優遇措置の性質をもつ規定が
存在する24。
19 租税特別措置の意義については、拙稿「租税特別措置法における要件事実論」伊藤滋夫・岩﨑政明『租税訴訟に
おける要件事実論の展開』407頁以下（青林書院、2016年）参照。
20 増田・前掲12・17頁以下。
21 金子・前掲４・87頁以下。
22 租税特別措置、租税特別措置法の歴史的展開については、石弘光『現代税制改革史』229頁以下（東洋経済新報
社、2008年）参照。租税特別措置に関する法的視点からの検討については、日本税務研究センター編『政策税制
の法的限界の検討日税研論集58号』（日本税務研究センター、2008年）参照。
23 水野忠恒『租税法第５版』16頁以下（有斐閣、2011年）。佐藤英明「租税優遇措置」『岩波講座現代の法８政府
と企業』156頁（岩波新書、1997年）。
24 金子・前掲注４・88頁。
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　金子宏教授は、「憲法14条１項は、特定の者を不利益に取り扱うことを禁止するのみでなく、特
定の者に合理的な理由なしに特別の利益を与えることをも禁止する趣旨であると解されるが、問題
は、租税特別措置がかかる禁止に判旨違憲であると解すべきかどうかである。租税優遇措置は、担
税力の観点からは同様の状況にあるにもかかわらず、税負担のうえで特別の利益を与えるものであ
るから、公平の要請に正面から抵触することは明らかである。…中略　もちろん、租税優遇措置が
憲法14条１項に反して無効となるかどうかは、それが不合理な優遇といえるかどうかにかかって
おり、その判断は、個別の租税優遇措置ごとになされるべきであるが、この判断にあたって主とし
て問題となるのは、①その措置の政策目的が合理的であるかどうか、②その目的を達成するのにそ
の措置が有効であるかどうか、③それによって公平負担がどの程度に害されるか、等の諸点であ
る。」25と述べられて、租税公平主義の要請する担税力に応じた課税の考え方（とりわけ水平的公
平）には合致せず、特定の政策目的を実現するために税負担を軽減する租税優遇措置は、①措置の
政策目的の合理性、②目的を達成する措置の有効性、③公平負担の侵害の度合い等により、不合理
な優遇といえるか否かが判断されるとされている。
　円滑化法の政策目的を達成するために導入された事業承継税制は、特定の者に特別な利益を与え
る租税優遇措置であることから、その合理性が確保されていなければならない。合理的な理由がな
い租税優遇措置は憲法14条１項に反することから、廃止されることになる。事業承継税制をめぐっ
ては、とりわけ、実体的要件と手続的要件が充足されない場合には猶予が打ち切られるリスクがあ
ることから、実際の利用件数が低迷していることは、②目的を達成する措置の有効性から検証され
なければならないことを示しているといえる26。
２　事業承継税制と租税特別措置としての合理性
　事業承継税制は租税優遇措置であるが、実際の制度の利用対象者は、そのメリットとデメリット
を比較検討したうえで、結果として、猶予が打ち切られるリスクから利用を躊躇している。租税優
遇措置の合理性の判断基準の１つである目的を達成する措置の有効性が確保されていない場合に
は、政策目的である円滑な事業承継が達成する手段としての合理性が担保されず、事業承継税制の
存在意義が問われかねない。
　品川芳宣教授は、「以上の納税猶予制度は、贈与と相続の各段階で組み合わせることができれば、
恒久的に一定額の相続税等の負担を免れることができるから、事業承継対策として有効な手法とい
える。しかし、その納税猶予を継続させる要件が、前述のように極めて厳しいものがあるので、中
小企業、税理士等に対してその利用を躊躇させている。その結果、その利用件数も、制度創設後５
年間の平均が年170件程度であり、平成25年度税制改正によって適用要件が若干緩和されたこと等
もあって、それが適用された平成27年及び平成28年には400 ～ 500件まで増加しているが、それ
25 金子・前掲注４・88頁以下。
26 個人事業者の事業承継税制のあり方を検討される中で、小池正明税理士は、「現行の非上場株式等に係る納税猶
予制度が普及しないのは、煩雑な手続に基因しているといわれている。法人事業でさえそのような実態にあるな
かで、小規模な個人事業者に煩瑣な手続を強いることは実際問題として困難であり、仮にそうした仕組みを採用
したとすれば、活用の余地のない無意味な制度になると考えられる。」（同「個人事業者の事業承継に係る税制の
あり方」税研188号52頁（2016年））と述べられ、十分に活用がなされない制度はその存在意義が問われると指
摘されている。
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でも、事業承継対策に迫られている中小企業者数に比したら、僅かな件数である。そのため、平成
29年度税制改正が行われ、かつ、後述のように、平成30年度税制改正において大幅は制度改正が
行われることになるが、その効果の程が注目されている。」27と述べられ、事業承継税制が事業承
継対策として有効な手法であるとされつつも、利用件数は低迷していると指摘されている。
　小池正明税理士は、事業用宅地等に係る小規模宅地等の特例制度、農地等に対する納税猶予制
度、法人事業における非上場株式等に係る納税猶予制度の３つの制度を比較されたうえで、「これ
をみて分かることは、取得した財産価格と特例対象財産である事業用資産の価格が同じであって
も、特例による効果には大きな相違が生じていることである。第一に、課税価格の減額方式を採用
している小規模宅地等の特例では、事業の承継者のみならず、非承継者の相続税も軽減されてお
り、かつ、納税猶予制度のように事後の納税猶予の打切りというリスクがない。第二に、同じ納税
猶予制度であっても、農地等の場合と株式等の場合では、前者の優遇度合いが極めて大きいことで
ある。
　また、いわゆる『事業継続要件』にも大きな差異がある。小規模宅地等の特例には事業継続要件
がない（相続税の申告期限までの事業継続で特例が適用される）のに対し、株式等の納税猶予制度
では、相続税の申告期限の翌日から５年間は事業継続要件が課されている。また、農地等の場合に
は『20年営農』（三大都市圏の市街化区域農地等は『修正営農』）が求められている。
　要するに、現行の事業承継税制の問題点は、制度間での整合性を欠いていることである。」28と
述べられ、円滑な事業承継のために様々な租税法上の対応がなされているが、制度の内容は整合性
を欠いたものであると指摘されている。
　事業承継税制の問題の本質は、円滑化法の政策目的を過度に重視している点にある。事業用宅地
等に係る小規模宅地等の特例制度や農地等に対する納税猶予制度等の制度と整合性が図られること
なく、制度の適用上で厳格な要件が付されている。
　事業承継税制が、円滑化法の立法目的である非上場の中小企業の円滑な事業承継、具体的には、
①安定的な経営の継続の確保と、②地域経済の活力の維持と雇用の確保を達成するという政策目的
を実現するために設けられた租税特別措置であることから、例えば、②の雇用確保を実現するため
に、制度の適用においては雇用確保要件を充足することが求められる。要件が円滑化法施行規則に
置かれていることからも、円滑化法と事業承継税制との強い関係性が確認できる。
　一方で、事業承継税制は租税優遇措置でありつつも、利用件数は低迷している。租税優遇措置の
合理性の判断基準の一つである目的を達成する措置の有効性の視点から、いかなる要件が置かれる
べきかが検討されるのであれば、中小企業において雇用確保要件を充足することは厳しいことが確
認されるはずである。
　事業承継税制は租税特別措置である以上は、特定の者に特定の利益を与えることの合理性が確保
されなければならない。にもかかわらず、租税特別措置としての合理性、とりわけ目標を達成す
る措置の有効性の視点からの検討が不十分であることから、事業承継税制の位置付けが不明確とな
り、租税優遇措置でありながらも、制度の利用が進まないという矛盾を生み出しているといえる。
27 品川・前掲注７・10頁。
28 小池・前掲注26・52頁。
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Ⅳ　平成30年度税制改正の概要と評価
　平成21年度税制改正により導入された事業承継税制は、10年を経た平成30年度税制改正におい
て大幅な改正がなされた29。
　複数回にわたる税制改正により事業承継税制の使い勝手は向上しているものの、その利用件数は
低迷していた。そこで、中小企業の円滑な事業承継は、日本経済の大きな課題となっていることか
ら、時限措置の特例を設け、各種要件の緩和を含む抜本的な拡充が必要であった30。平成30年度
税制改正において、中小企業の代替わりを促進する事業承継税制の拡充が行われた31。
　租税特別措置法70条の７から70条の７の４までに規定される既存の事業承継税制の次に、「事業
承継税制の特例」として70条の７の５から70条の７の８が新設された32。
　円滑な事業承継を促進するために、事業承継税制の特例制度は、現行の事業承継税制の内容を大
幅に拡充する内容であり、その特徴を６つに整理することができる33。
　第１は、適用対象株式数及び納税猶予割合の拡大である。「特例後継者」が「特例認定継承会社」
の代表権を有していた者から贈与または相続若しくは遺贈により、当該特例認定承継会社の非上場
株式を取得した場合には、その取得したすべての非上場株式の課税価格に対応する贈与税又は相続
税の全額について、その特例後継者の死亡の日等まで納税が猶予される。現行の事業承継税制とは
異なり、一定の要件を充足すれ場合には、最大３人までの承継が可能である。
　第２は、適用対象者の拡大である。特例後継者が特例認定承継会社の代表以外の者から贈与等に
より取得する特例認定承継会社の非上場株式についても、特例承継期間内に当該贈与等に係る申告
書の提出期限が到来するものに限り、特例の対象となる。
　第３は、雇用確保要件の柔軟化である。現行の雇用確保要件（承継後５年間平均８割雇用維持）
を満たさない場合であっても、一定の事項を記載した書類（認定経営革新等支援機関の意見が記載
されているものに限られる。）を都道府県に提出する場合には、納税猶予の期限は確定しない、す
なわち、猶予が打ち切られることなく、継続される。
　第４は、減免制度の創設である。経営環境の変化を示す一定の要件を満たす場合において、特例
承継期間経過後に、特例認定承継会社の非上場株式を譲渡するとき、特例認定承継会社が合併によ
り消滅するとき、特例認定承継会社が解散するとき等には、一定の金額が減免される。
　第５は、相続時精算課税の適用対象者の拡大である。特例後継者が贈与者の推定相続人以外の者
（その年の１月１日において20歳以上である者に限られる。）であり、かつ、その贈与者が同日に
おいて60歳以上の者である場合には、相続時精算課税の適用を受けることができる。
29 平成25年度税制改正においても事業承継税制の見直しがなされ、要件緩和及び手続の簡素化が図られた。平成
25年度税制改正の概要については、吉村直泰「中小企業・小規模事業者を巡る現状と事業承継の円滑化に向けた
支援策について」税研184号51頁以下（2015年）参照。
30 自由民主党・公明党「平成30年度税制改正大綱」（平成29年12月14日）7頁以下。
31 「平成30 年度税制改正の大綱」（平成29年12月22日閣議決定）30頁以下。
32 平成30年度税制改正後の事業承継税制の概要については、国税庁「非上場株式等についての贈与税・相続税の
納税猶予・免除（事業承継税制）のあらまし」（平成30年４月）参照。平成30年度税制改正のうち事業承継税制
の特例を解説するあるいは論じるものとしては、玉越賢治「事業承継税制関係」税理61巻３号18頁以下（2018
年）、「特集事業承継の納税猶予はじめの一歩」税務弘報66巻６号７頁以下（2018年）等参照。税理61巻５号
（2018年）では、平成30年度税制改正を受けての事業承継対策を特集している。
33 坂本雄一「資産課税事業承継税制の特例の創設」税務弘報66巻３号30頁以下（2018年）。
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　第６は、時限立法であり、適用期間がある。平成30年１月１日から平成39年12月31日までの間
に贈与等による取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用される。特例制度を適用するた
めには、平成30年４月１日から平成35年３月31日までの間に認定経営革新等支援機関の指導等を
受けた特例承継計画を都道府県へ提出し、円滑化法の認定を受ける必要がある。
　既存の事業承継税制は廃止されず、新設された事業承継税制の特例制度と併存する。もっとも、
事業承継税制の特例の適用期間の間は、基本的には、有利である事業承継税制の適用が進むことが
予定されている34。
　以下では、雇用確保要件の弾力化について評価する。
　品川芳宣教授は、「近年では、大学等の新卒の就職割合が過去最高値を示すなど人的不足が深刻
な課題となってきている。そのため、納税猶予制度導入の５年間の見直しとして開催された平成
26年の中小企業庁の検討会においても、企業継続の指標として、雇用確保要件の見直し（売上金
額等の他の指標の導入、他の指標と雇用確保要件の選択等）が検討された。また、日本商工会議所
の税制委員会においても、それらのことが真剣に検討された。
　かくして、新制度においては、前述のように、雇用確保要件が維持できなくなった場合にも、直
ちに納税猶予税額が確定（全額納付）しない措置が採られた。この措置については、経済産業省の
解説（パンフレット）によると、雇用確保要件の『実質撤廃』と説明されているが、認定経営革新
等支援機関の『指導及び助言』に従わなかった場合等について、どのような措置（税額確定の有
無）が取られるのか留意する必要がある。いずれにしても、雇用確保要件が実質的に緩和（弾力
化）されることについては、新制度の利用を検討している者にとって朗報となろう。」35と述べら
れ、事業承継税制が見直される中で、制度の適用を選択する際の障壁となっていた雇用確保要件が
弾力化されたとされている。
　小池正明税理士は、事業承継税制自体が租税特別措置であることから、平成30年度税制改正に
よる事業承継税制の特例は「特例の特例」制度であると位置付けられたうえで36、「雇用確保要件
として、納税猶予を受けてから５年間は平均で雇用者の８割を維持する必要があったのですが、小
規模な会社では何人かが辞めるとすぐにその要件を満たさなくなってしまい、その段階で納税猶予
が打ち切られて全額納税を迫られる仕組みになっていました。
　今回の特例では、いろいろな要件こそありますが、従業員数が８割未満になっても納税猶予が即
取消しにはならず、かなり使い勝手がよくなったという気がしています。」37と述べられ、雇用確
保要件が充足されない場合にも、一定の条件で猶予が継続されることから、制度の使い勝手が良く
なったとされている。
　事業承継税制が租税優遇措置であるにもかかわらず、雇用確保要件の問題がその一因となり、制
度の利用が低迷していた。事業承継税制の特例制度では、雇用確保要件が充足されない場合にも、
認定経営革新等支援機関の意見が記載された書類を都道府県に提出することにより、猶予が打ち切
られることなく、継続されることになった。
34 玉越・前掲注32・21頁。
35 品川・前掲注７・18頁。
36 小池正明「特別インタビュー税制を利用した中小企業の指導を」税務弘報66巻３号19頁以下（2018年）。
37 小池・前掲注36・20頁。
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　特定の者に特定の利益を与える租税優遇措置は、その合理性が確保されなければならない。雇用
の確保という政策目的を実現するために設けられた雇用確保要件については、租税優遇措置の合理
性の判断基準の一つである目的を達成する措置の有効性の視点から問題が指摘されてきた。雇用確
保要件が弾力化されたことにより、一定の問題解決が図られた。また、ただ要件を廃止するのでは
なく、認定経営革新等支援機関の意見が記載された書類を提出することを条件とすることにより、
雇用の確保という政策目的の実現も図られたものであるといえる。
　平成30年度税制改正による事業承継税制の特例制度は、目的と手段の整合性を図るものであり、
円滑化法の目的を達成するものとしてだけではなく、租税特別措置の合理性を確保するものである
として評価されるべきである。
Ⅴ　結論―事業承継税制に関する今後の課題
　本稿の目的は、事業承継税制をめぐって、租税特別措置の合理性からの検討が不十分であるとの
問題があると指摘すること、そして、平成30年度税制改正により新設された事業承継税制の特例
制度を概観し評価することにあった。
　雇用確保要件と猶予の打ち切りリスクの問題が一因となり、事業承継税制の利用件数が低迷して
いるという現状があった。これを放置した場合には、租税特別措置としての合理性の視点からは、
とりわけ目的を達成する措置の有効性という基準を満たすことができないことを指摘した。平成
30年度税制改正において事業承継税制の特例制度が新設され、雇用確保要件が弾力化されたこと
で、一定の問題解決が図られた。租税法の視点からは今回の改正は評価されるべきである。
　もっとも、事業承継税制の特例制度は時限立法であり、平成39年12月31日までに贈与等による
取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用されるものであり、また、特例制度を適用す
るためには、平成35年３月31日までに認定経営革新等支援機関の指導等を受けた特例承継計画を
都道府県へ提出し、円滑化法の認定を受けなければならない。約５年間という限られた期間におい
て、特例制度の適用を決断した中小企業のみが、その恩恵を受けることができる。
　確かに、現行の事業承継税制は租税優遇措置であることから、恒久の制度とすることにより、硬
直化のおそれを招くことには問題がある。しかし、次世代への事業や経営の承継はこの先10年間
程度という時限のある問題ではない。事業や経営の承継をめぐる資産課税のあり方を、担税力の視
点から論じることにより、一時的に置かれる政策税制としてではなく、担税力に応じた課税の考え
方に基づく永続的な規定として位置付けられるべきかが、検討されるべきである。
　事業承継税制に関する今後の課題として、①猶予税額の免除の問題、②手続的要件の問題、③租
税回避の問題について指摘する38。
①猶予税額の免除の問題
　贈与税及び相続税の納税猶予・免除制度が採用されているが、現行制度では、猶予税額が免除さ
れるまでには極めて長期間にわたる対応が必要である。円滑化法の目的に寄与したと認められる事
38 事業承継を取り巻く問題は少なくなく、これらの問題について租税法上の対応が求められる。例えば、瀬戸順一
「事業承継支援の研修やネットワークの拡大へ」税理61巻３号130頁以下（2018年）では、後継者不足の問題に
ついて指摘されている。今後、親族外承継に対する租税法上の対応も検討されるべきである。
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業承継については、経営承継受贈者や経営承継相続人等の死亡を待たずに、一定の条件により猶予
税額を免除して、不安定な課税関係を解消すべきである。
②手続的要件の問題
　品川芳宣教授は、「非上場株式等の納税猶予制度については、既存制度であれ、新制度であれ、
それぞれの適用に当たっての実体要件が厳しいのみではなく、手続要件も複雑で厳しいものがあ
る。この場合、それらの各要件を充足しなかった場合に、即、納税猶予額を確定（即時納付）させ
るということになると、税理士等の専門家側も、顧客からの損害賠償問題を懸念せざるを得なくな
り、各制度の適用を躊躇せざるを得なくなる。したがって、筆者は、従前から、これらの適用要件
を看過ごした場合の宥恕規定を設けるべきであると指摘してきたところであるが、依然としてその
ことについて配慮されていないようである。この場合、租税特別措置法等における特例は、本則課
税に対する例外措置であるから、厳格に適用すべきであり、宥恕規定を要さないという租税法の解
釈論等もあるが、本件の場合には緊急を要する政策目的を有するのであるから、その目的を優先す
べきであろう。」39と述べられ、厳格な手続的要件に対する宥恕規定が設けられるべきであると指
摘されている。
　事業承継税制が租税優遇措置であることからは、一定の手続的要件が設けられるべきである。し
かし、手続的要件が充足されていないことのみを理由に、実体的要件が充足されている事業承継に
ついての制度の適用が打ち切られることは、納税者の権利救済の視点から問題である。現行の厳格
な手続的要件がある程度緩和されるべきであるとともに、宥恕規定が設けられるべきである。
③租税回避の問題
　品川芳宣教授は、「政策的な課税特例は、その政策目的に応じて、本則課税規定の弾力化（例外）
を行うことになるが、その弾力化の間隙をぬってその政策目的を逸脱するような租税回避（節税）
を惹起することになるので、更に、それに対応した措置を採らざるを得なくなる」40と述べられ、
租税優遇措置である事業承継税制を利用した租税回避への対応が課題であると指摘されている。
　とりわけ、平成30年度税制改正により新設された事業承継税制の特例制度は納税者に税負担の
うえで特別の利益を与えるものであることから、円滑な事業承継という政策目的を逸脱した利用が
懸念される。これを放置した場合には、中小企業が円滑に事業承継をするための有効な手段であり
ながらも、制度の廃止が議論されることにもなりかねない。事業承継税制の利用状況をモニタリン
グすることにより、租税回避には速やかに立法により対処する体制が構築されるべきである41。
39 品川・前掲注７・23頁。
40 品川・前掲注７・24頁。
41 租税優遇措置を利用した租税回避の問題のうち、課税減免規定の限定解釈の否認の問題については、拙稿「租税
回避行為の否認論の展開－租税法の解釈と限界－」増田英敏編『租税憲法学の展開』127頁以下（成文堂、2018
年）参照。
